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高
齢
者
が
自
宅
で
幸
せ
に
生
活
出
来
る

地
域
包
括
ケ
ア
の
理
想
モ
デ
ル
を
追
求
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―
―
１
９
７
１
年
に
厚
生
省（
当
時
）に
入
省
後
、一
貫
し
て

高
齢
者
福
祉
の
問
題
に
取
り
組
ま
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
、
厚

生
労
働
省
で
は
医
療
制
度
改
革
を
手
掛
け
ら
れ
ま
し
た
。

辻
　
厚
労
省
在
職
中
の
最
後
の
時
期
で
し
た
が
、
最
も
印
象

的
な
仕
事
で
し
た
。
課
題
は
医
療
費
適
正
化
で
、
健
康
状
態

の
改
善
や
入
院
期
間
を
短
縮
に
よ
り
適
正
化
を
目
指
し
ま
し

た
。
こ
の
時
の
施
策
の
目
玉
は
生
活
習
慣
病
予
防
対
策
で
、

特
定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
の
制
度
を
導
入
し
、
病
気
予
防

を
進
め
ま
し
た
。
た
だ
、
健
診
や
指
導
は
あ
く
ま
で
２
次
予

防
で
あ
り
、
病
気
の
リ
ス
ク
を
低
減
し
て
地
域
全
体
を
元
気

に
す
る
と
い
う
１
次
予
防
の
取
り
組
み
が
不
十
分
だ
っ
た
と

の
反
省
も
有
り
ま
す
。
入
院
期
間
の
短
縮
に
向
け
て
は
、
在

宅
医
療
の
推
進
を
掲
げ
ま
し
た
。
入
院
か
外
来
か
の
２
択
で

は
な
く
、
生
活
の
場
で
自
分
ら
し
く
生
き
る
為
、
在
宅
医
療

で
生
活
を
支
え
る
と
の
考
え
方
で
す
。
こ
の
思
想
は
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
に
繋
が
り
、
今
の
政
策
に
も
受
け
継
が
れ

て
い
ま
す
。

―
―
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
現
状
と
今
後
の
展
開
に
つ

い
て
は
、
ど
う
考
え
て
い
ま
す
か
。

辻
　
地
域
包
括
ケ
ア
が
国
の
施
策
と
し
て
定
義
さ
れ
た
の
は

２
０
１
４
年
の
医
療
介
護
総
合
確
保
推
進
法
で
、
目
標
年
次

は
25
年
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
団
塊
の
世
代
が
75
歳
を
迎
え

る
今
年
が
、
正
に
そ
の
年
に
当
た
り
ま
す
。
平
均
的
な
日
本

人
は
75
歳
を
機
に
老
い
を
自
覚
し
始
め
る
。
そ
し
て
、
85
歳

に
な
る
と
要
介
護
認
定
を
受
け
る
人
が
か
な
り
増
え
ま
す
。

待
っ
た
無
し
で
、
こ
の
10
年
の
間
に
医
療
政
策
と
介
護
政
策

の
一
体
改
革
を
進
め
て
行
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

―
―
改
革
に
向
け
た
課
題
点
は
。

辻
　
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
含
め
た
国
の
総
合
改
革
は
、

優
れ
た
も
の
で
す
。
た
だ
、
地
域
に
よ
っ
て
事
情
が
違
う
事

少子高齢化や働き手不足が進み、将来の社
会保障制度の在り方が問われている。特に
高齢者への医療と福祉は喫緊の課題だ。そ
うした課題に長年取り組んで来た１人に、
厚生労働省で医療制度改革に取り組み、在
宅医療に詳しい元厚労事務次官の辻哲夫氏
がいる。本誌は2014年５月号で、当時、東
京大学高齢社会総合研究機構特任教授だっ
た辻氏に、超高齢社会を乗り切る為の医療
と介護の在り方を聞いた。それから10年余
り、現在、⼀般財団法人医療経済研究・社会
保険福祉協会理事長の辻氏に、改めて医療・
介護の連携強化や要介護にならない為のフ
レイル予防の推進、住民主体の支え合いの
重要性等について話を聞いた。


